
◎国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律 
（平成一九年五月一六日法律第四二号）   

一、提案理由（平成一九年三月二九日・衆議院総務委員会） 

○菅国務大臣 国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律案、地方公

務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律案、国家公務員の自己啓発等休業

に関する法律案及び地方公務員法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由

及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律案は、昨年八月八日の人

事院からの育児のための短時間勤務の制度の導入等のための国家公務員の育児休業等に

関する法律の改正についての意見の申し出を踏まえ、一般職の国家公務員について、そ

の小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、育児短時間勤務の制度の新設等

を行うものであります。 

……………（略）…………… 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律案は、職員は、任命権者

の承認を受けて、当該職員の小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、育児

短時間勤務をすることができることとし、育児短時間勤務職員に関する一般職の職員の

給与に関する法律等についての特例を定めるとともに、一週間当たりの勤務時間が二十

時間である二人の育児短時間勤務職員の同一の官職への任用、後補充のための任期付短

時間勤務職員の任用等について定めることとしております。 

……………（略）…………… 

 以上が、これらの法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、衆議院総務委員長報告（平成一九年四月一二日） 

○佐藤勉君 ただいま議題となりました四法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、各案の要旨について申し上げます。 

 国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律案は、昨年八月八日の人

事院からの意見の申し出を踏まえ、一般職の国家公務員について、その小学校就学の始

期に達するまでの子を養育するため、育児短時間勤務の制度の新設を行うとともに、部

分休業の対象となる子の上限を小学校就学の始期に達する子までに引き上げ、部分休業

の名称を育児時間とするものであります。 

……………（略）…………… 

 以上の四案は、去る三月二十八日本委員会に付託され、翌二十九日菅総務大臣から提

案理由の説明を聴取し、四月十日質疑を行い、これを終局いたしました。次いで、採決

いたしましたところ、四案はいずれも全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと



決しました。 

 なお、四案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年四月一〇日） 

 政府及び人事院は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 育児短時間勤務制度の運用に当たっては、各任命権者及び職員に制度の趣旨を十分

周知し、男性取得の促進を含め、取得しやすい職場環境を整えること。 

二 総務省及び人事院は、育児短時間勤務を取得した職員が人事管理や昇給、昇格等に

おいて不当に不利な取扱いを受けることのないよう、各任命権者を指導すること。 

三 育児短時間勤務やそれに伴う並立任用の実施に当たっては、行政サービスの低下を

招かないように十分留意すること。 

四 地方公共団体における育児短時間勤務制度の運用に当たっても、以上の趣旨に則り、

必要な助言を行うこと。 

三、参議院総務委員長報告（平成一九年五月九日） 

○山内俊夫君 ただいま議題となりました四法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、育児休業関係の国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律案

は、一般職の国家公務員について、その小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

ため、育児短時間勤務制度の新設等を行おうとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、これら四法律案を一括して議題とし、育児短時間勤務制度を

導入する意義、休暇・休業・研修制度等の全般にわたる見直しの必要性、自己啓発等休

業取得者に対する経済的支援の検討、育児休業や育児短時間勤務が可能となる職場環境

の整備等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、順次採決の結果、四法律案はいずれも全会一致をもって原案どおり可

決すべきものと決定をいたしました。 

 なお、育児休業関係二法律案に対し五項目の、自己啓発等休業関係二法律案に対し四

項目の附帯決議がそれぞれ付されております。 

 以上、御報告を申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年五月八日） 

 政府及び人事院は、本法施行に当たり、次の事項についてその実現に努めるべきであ

る。 

一、育児休業制度及び育児短時間勤務制度の運用に当たっては、代替要員の確保など、

育児休業等の取得しやすい職場環境を整えるとともに、男性職員の取得率向上に努める

こと。 

二、職業生活と家庭生活の両立支援という法の趣旨にかんがみ、民間企業における実態



等を踏まえ、育児休業を取得する職員に対する経済的援助の在り方について、引き続き

検討を行うこと。 

三、育児短時間勤務を理由として、職員が不利益な取扱いを受けることのないよう、制

度の周知徹底を図ること。 

四、いわゆる常勤的非常勤職員の職務内容、勤務条件等の勤務実態について早急に調査

すること。 

五、育児短時間勤務制度の趣旨に則り、地方公共団体における育児短時間勤務制度の運

用について、必要な助言及び情報提供に努めること。 

  右決議する。 


